
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　実績 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　２年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小林　貴彦

全体計画 平成26年度 ～ 平成28年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3522

事務事業名 4227 蔵の町並みキャンパス運営助成事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 07023900 特色をいかした地域振興の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080401 土木費・都市計画費・都市計画総務費
科目

事業 040000 蔵の町並みキャンパス運営助成事業

事業目的 事業概要・効果 

歴史と文化の遺産である蔵造り等の建物を活用し、キ 歴史と文化の集積である蔵造の建物等を学生の研究や

ャンパスとして学生が研究・交流する中で、21世紀を 授業の場として活用し、その成果を発信し、文化・産

担う知の創出と情報発信を行う。ま

内

た、新たな研究・ 業遺

部

産として次世代へ継承

評

するとともに、産・学

価

・官

教育機能を持った

【

都市づくりを産・学・

二

官・民の協働 ・民の協

次

働による新たな研究機

】

能をもったまちづくり

1

により行う。 を行う。

頁

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

令

績及び予定

平成27年

和

度　実績 平成28年度

　

　実績

７校９学部（学

２

科）　1,300人 ６

年

校８学部（学科）　1

度

,300人

平成29年

　

度　実績 平成30年度

行

　実績

６校８学部（学

政

科）　1,200人 ６

評

校８学部（学科）　1

価

,300人

平成31年

事

度　実績 令和 2年度

業

　予定

７校９学部（学

別

科）　1,000人 ７

シ

校９学部（学科）　1

ー

,000人

ト

実計対象 評価対象



 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費 900 900

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 900 900

正規職員 0.4 0.4
人員数

嘱託職員 0.5 0.1
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 2,906.0 2,906.0

人　員 嘱託職員 1,414.5 282.9

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 4,320.5 3,188.9

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 5,220

内

.5 4,088.9

（

部

単位：千円）

平成31

評

年度決算　事業費の内

価

訳

主な節 金額 内容

8節

【

  報償費 0

11節 

二

需用費 0

13節 委託

次

費 0

15節 工事請負

】

費 0

蔵の町並みキャン

2

パス事業負担金900

頁

19節 負担金補助及

指

び交付金 900

その他

 

0

標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 蔵の町並みキャンパス年間延べ参加者数

算　　式 年間延べ参加者数 単位 人

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 1,300 1,200 1,300 1,300 1,000
目 標 値

実 績 1,300 1,200 1,300 1,000

指標選定 須坂市の歴史的資産、資源を活用した蔵の町並みキャンパスにより、地域振興を図るため。

の 理 由

最終年度 参加大学の学生数（過去の実績を基に算定）

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和



委

ント

・成果を落とさず

託

にコストを削減する方

費

法はあるか

効 率 性

1

・効率性向上に努めて

4

いるか 変わらない

・使

節

用料などの受益者負担

 

や補助対象事業の範囲

工

など、財源確保の余地

事

はないか

できる限り予

請

算の縮減に努めている

負

。

評   価

コメント

費

振り返り（決算年度の

1

取組み課題）

須坂のP

8

Rや賑わいの創出につ

節

ながっているが、各大

 

学の事業を市民にわか

負

る形で還元することが

担

課題となっている。

学

金

校側の予算の都合もあ

補

り、須坂を訪れる延べ

助

人数は減ったが、取り

及

組み内容や成果等は例

び

年と変わることなく上

交

げられ

た。また、例年

付

2月にシルキーホール

金

において成果発表会を

そ

行っていたが、空調の

の

工事が行われていたた

他

め、公民館にお

いて成

Ｃ

果発表会を行い、また

Ｈ

、旧上高井郡役所にお

Ｅ

いて交流会を行い学校

Ｃ

間及び市民の方との交

Ｋ

流が図られた。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 2

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

蔵の町並みキ

2

ャンパス事業負担金9

年

00
18節 負担金補

度

助及び交付金 900

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 高い

訳

・法的な根拠や公的関

主

与の妥当性はあるか

・

な

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

金

ているか

須坂市全体を

額

キャンパスとして、大

内

学生等が研究・交流を

容

行うことにより、賑わ

7

い創出の一助となって

節

いる。

評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上

 

がっているか

・目標に

報

対する達成度は十分か

償

有 効 性 ・市民生活

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか 有効

・行政内

0

部の管理上の課題解決

節

に貢献しているか

・事

 

業の目的が達成できる

需

ような事業内容になっ

用

ているか

事業を実施す

費

ることにより、他市町

1

村に居住する学生たち

2

に須坂を深く知っても

節

らう良い機会となって

 

いる。

評   価

コメ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

成果発表会では、各学校とも熱心に取組んだ成果を発 各大学での取り組みをより市民に知っていた

内

だき、ま

表いただいた

部

。引続き学生が活躍で

評

き、須坂のPRや賑 ち

価

づくりの取り組みとし

【

て継続していく必要が

二

ある。

わいの創出につ

次

ながるよう事業を行う

】

必要がある。

外部評価

4

次年度以降の方向性

外

頁

部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


